様式１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


 　 ( 道路管理課　経由)
　　　　建　設　部　長　　　様　　　　　
     
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注機関の長　　　　　　　　印


令和　　年度除雪等委託業務に係る施工体制確認型契約方式の適用について（協議）

　　　当所において発注予定の下記の業務について、施工体制確認型契約方式を適用することと
　　したいので協議します。

記

　　１　　業務の名称　　令和○○年度　防災・安全交付金（除雪）・県単除雪事業に伴う
除雪及び凍結防止剤散布業務

　　２　　適用区域　　　　別添のとおり
　　　　　　　　　　　　（※管内図等を用いて適用する区域を図示すること。）

　　３　　業務の箇所　　○○市　○○地区　一般県道○○線他

















様式２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


 　 (道路管理課　経由)
　　　　発注機関の長　　　　　様　　　　　
     
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建　設　部　長　　印


令和　　年度除雪等委託業務に係る施工体制確認型契約方式の適用について（回答）

　　　　年　　月　　日付第　　　　号で協議のありましたこのことについては、下記のとおり
承認します。（下記の理由により承認しません。）
　　　

記


　　１　　業務の名称　　令和○○年度　防災・安全交付金（除雪）・県単除雪事業に伴う
除雪及び凍結防止剤散布業務

　　２　　業務の箇所　　○○市　○○地区　一般県道○○線他

　　　
３　（承認しない場合はその理由を記載）


様式３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


 　 ( 道路管理課　経由)
　　　　建　設　部　長　　　様　　　　　
     
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注機関の長　　　　　　　　印


令和　　年度除雪等委託業務に係る施工体制確認型契約方式の提案参加資格要件について（協議）

　　　令和○○年○○月○○日付け(番号)により施工体制確認型契約方式の適用について承認のありました下記業務の提案参加資格要件等について、別紙のとおり協議します。

記

　　１　　業務の名称　　令和○○年度　防災・安全交付金（除雪）・県単除雪事業に伴う
除雪及び凍結防止剤散布業務

　　２　　業務の箇所　　○○市　○○地区　一般県道○○線他




















除雪等委託業務（施工体制確認型契約方式）提案参加資格要件等


発注機関　○○○○事務所

　１　業務等の概要
	１　業務の名称
	令和○○年度　防災・安全交付金（除雪）・県単除雪事業に伴う除雪及び凍結防止剤散布業務

	２　業務の箇所名
	　○○市　○○地区　一般県道○○線他

	３　公告予定日
	令和　　年　　月　　日

	４　参加表明書提出期限
	令和　　年　　月　　日まで

	５　施工体制提案書
提出期限
	令和　　年　　月　　日まで

	６  随意契約予定日　
	令和　　年　　月　　日

	
７  求める施工体制
提案項目
	○除雪並びに凍結防止剤散布業務
・人員体制（技術者数・オペレーター数）
・保有機材（保有機械の状況・資機材庫の位置）
・降雪時・緊急時体制（降雪時の情報伝達、出動、完了・
緊急時施工体制（他工区への応援体制）・独自の緊急時体制）


	８　落札決定基準
	｢除雪等委託業務に係る施工体制確認型契約方式試行要領｣　第１７及び第１７の２のとおり



　２　業務の要件調書　　　別添のとおり










様式４
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


 　 (道路管理課　経由)
　　　　発注機関の長　　　　　様　　　　　
     
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建　設　部　長　　印


令和　　年度除雪等委託業務（施工体制確認型契約方式）の参加資格要件について（回答）

　　　　　　年　　月　　日付第　　　　号で協議のありましたこのことについては、下記のとおり
承認します。（下記の理由により承認しません。）
　　　

記


　　１　　業務の名称　　令和○○年度　防災・安全交付金（除雪）・県単除雪事業に伴う
除雪及び凍結防止剤散布業務

　　２　　業務の箇所　　○○市　○○地区　一般県道○○線他

　　　
３　（承認しない場合はその理由を記載）


様式５
参　 加 　表 　明 　書
（除雪及び凍結防止剤散布業務）
　　　年　　　月　　　日


　　発注機関の長　　様


住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者 氏 名　　　　　　　　　　　　　　㊞　


　下記業務の施工体制提案書に基づく選定について、参加要件資料を添えて参加の希望を表明します。
　なお、当該業務に係る手続開始の公告２の（１）、（２）「施工体制提案書の提出者に必要とされる要件」に該当する者であること、並びに本書及び施工体制提案資料の記載事項は事実と相違ないことを誓約し、事実に相違することが判明したときは本表明書が無効とされても異存ありません。

記

１　対象業務等
(1) 業務の名称

(2) 業務の箇所

(3) 履行期限　　　令和　　　年　　　月　　　日


２　公告日　　　　　令和　　　年　　　月　　　日



※長野県暴力団排除条例（平成23年長野県条例21号）第６条第２号の規定により、除雪等業務共同体の構成員が長野県建設工事入札参加資格のない者である場合は、誓約書（別紙）を提出すること。

【連絡先】　担当者所属・氏名　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌｧｯｸｽ番号　　　　　　　　　


様式６－１
　　　年　　　月　　　日
参　加　要　件　資　料
（除雪及び凍結防止剤散布業務）

提出者名　○○建設　代表取締役　○○○○
１　業種及びその他登録状況（単独企業の場合）
	項　目
	内　　　　　　　容

	本店または営業所の所在地
	

	入札参加許可番号
	　　　　　００００００００－００

	業種及び資格総合点数(注)
	土木一式
	000点

	
	とび・土工・コンクリート
	000点

	
	
	

	当該区域内の過去２年以上の道路法上の道路の除雪等業務実績 
	　平成○○年度　あり
　令和○○年度　あり
　令和○○年度　あり

	除雪機械オペレーター数
	　別紙（様式６－２）のとおり


　

１　業種及びその他登録状況（除雪等業務共同体の場合）
	項　目
	内　　　　　　　容

	除雪等業務共同体の名称
	

	代表者の入札参加許可番号
	00000000-00

	代表者の入札参加資格
業種及び資格総合点数
	資格業種
	土木一式
とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ
	資格総合点数
	○○○点
○○○点

	代表者及び構成員の
商号及び代表者氏名
	代表者○○建設
	
	
	

	代表者及び法人の構成員の本店又は営業所の所在地（法人以外の者の場合は住所地）
	○○市○○
	
	
	

	当該区域内の過去２年以上の道路法上の道路の除雪等業務実績
	平成00年度
	あり
	
	
	

	
	令和00年度
	あり
	
	
	

	
	令和00年度
	あり
	
	
	

	除雪機械オペレーター数
	○○名　適　否
	
	
	




様式７

参 加 要 件 資 料 審 査 結 果 表
（除雪及び凍結防止剤散布業務）

　　　　　　　　　　　　　
	参加表明者名　
審査項目
	
○○社
	
△△△△
除雪等業務共同体
	
□□社

	単体企業又は代表者の入札参加資格
	資格の有無
（あり：○　なし：×）
	
	
	

	営業所の所在地
（法人以外の者にあっては住所地）
	○○市○○地区
　　（あり：○　なし：×）
	
	
	

	道路の除雪等業務実績
	（あり：○　なし：×）
	
	
	

	オペレーター
	オペレーターの配置人数・免許等
（適：○　否：×）
	
	
	

	前年度における改善指示書による指導
	（なし：○　あり：×）
	
	
	

	入札参加停止
	停止の状況　（なし：○　あり：×）
	
	
	

	その他
	共通参加要件に満たないもの
（なし：○　あり：×）　　
	
	
	


1） 参加表明者全員を記載すること。
2） 審査結果に×がある場合は、資格なしとする。

様式８―１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　号
　　年　　月　　日


様


発注機関の長　　　　印   


施工体制提案書の提出者の該当について（通知）

　参加表明書を提出いただいた下記の業務について、貴社は施工体制提案書の提出者として該当いたしますので通知します。
　つきましては、下記の提出期限までに、除雪等委託業務に係る施工体制確認型契約方式試行要領第１４及び令和○年○月○日公告に記載されている書類を持参により提出して下さい。

記

１　対象業務等
(1) 業務の名称

(2) 業務の箇所

(3) 履行期限　　　令和　　　年　　　月　　　日


２　提出期限　　　　令和　　　年　　　月　　　日まで





担当　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　
ﾌｧｯｸｽ　　　　　　　　　　　　 

様式８―２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　号
　　年　　月　　日


様


　発注機関の長　　　　印   


施工体制提案書の提出者の該当について（通知）

　参加表明書を提出いただいた下記の業務について、貴社は施工体制提案書の提出者として該当しなかったので通知します。
　なお、この通知をした日の翌日から起算して１０日（長野県の休日を定める条例（平成元年長野県条例第５号）第１条に規定する県の休日を含まない。）以内に、書面により、○○○○（決裁権者名を記載する）に対して非該当理由についての説明を求めることができます。

記

１　対象業務等
(1) 業務の名称

(2) 業務の箇所

(3) 履行期限 　　　令和　　　年　　　月　　　日

２　公告日　　     　令和　　　年　　　月　　　日

３　該当しなかった理由





担当　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　
ﾌｧｯｸｽ　　　　　　　　　　　　 


様式９－１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　号
　　年　　月　　日


　　　○○市○○町○―○―○
　　　○○○○○会社
　　　代表者　○○○○　　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注機関の長　　　印

施工体制提案書提出者の非該当理由の説明要請等に係る回答書

　○○年○○月○○日付けで説明要請があった件について、下記のとおり回答します。

記

１　業務の名称
　　　　○○○○○　　

　２　回答内容
　　　（非該当理由を詳細に記載すること。）

様式９－２

番　　　　号
　　年　　月　　日


　　建　設　部　長　　　　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注機関の長　　　　印


施工体制確認型契約方式の施工体制提案書提出者の非該当理由の説明要請等について（報告）


　１　説明要請のあった者
　　　〒○○○―○○○○　　　　○○県○○市○○町○―○―○
　　　商号又は名称　　○○○○○
　　　代表者氏名　　　○○○○○

　２　説明要請書　　　別添写しのとおり

　３　当所の回答　　　別添（様式９－１）により回答


様式１０
施　工　体　制　提　案　書
（除雪及び凍結防止剤散布業務）

　年　　　月　　　日


　　　　発注機関の長　　　様



住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者 氏 名　　　　　　　　　　　　　　㊞　


下記の除雪及び凍結防止剤散布業務について、施工体制提案書を提出します。

記

１　対象業務等
(1) 業務の名称

(2) 業務の箇所

(3) 履行期限 　　　令和　　　年　　　月　　　日


２　公告日　　     　令和　　　年　　　月　　　日








【連絡先】　担当者所属・氏名　　　　　　　　　　　      　電話番号　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌｧｯｸｽ番号　　　　　　　　　

様式１１
　　　年　　　月　　　日

施 工 体 制 資 料（除雪及び凍結防止剤散布業務）

提出者名　　　　　　　　　　　　　
１　労務者数
	氏　　名
	年齢
	居　　住　　地
	資格・技能・会社名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（記載上の留意事項）
(1) 当該業務に従事可能な労務者を全員記載すること。除雪等業務共同体にあっては資格・技能欄に所属会社名を記入のこと。
(2) 居住地は字名までとし、地番等を記載する必要はない。

２　保有機械量
	機　械
	型式名・メーカー名
	自社保有
リース別
	リース期限
	備　考

	
	
	自・リ
	
	

	
	
	自・リ
	
	

	
	
	自・リ
	
	

	
	
	自・リ
	
	

	
	
	自・リ
	
	

	
	
	自・リ
	
	

	
	
	自・リ
	
	


(記載上の留意事項)
　１　設計に示された持込機械は対象外。
　２　緊急時の除排雪等に対応可能な機械（持込機械以外の除融雪機械・積込機械・運搬機械等）を記載すること。
　３　リース期間が契約中途で切れるものについては、継続契約又は代替機械の導入の有無について備考欄に記載すること。
　４　除雪等業務共同体にあっては、所属会社名を備考欄に記載すること。





３　県除雪基地以外の除雪機械待機場所、及び凍結防止剤の積込み倉庫等
	倉庫名
	所　在　地
	倉庫の大きさ

	
	
	配置機械数
	凍結防止剤保管可能数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（記載上の留意事項)
　１　除雪等業務共同体にあっては倉庫名欄に所属会社名を併せて記載のこと。

４　工区分け、除雪機械待機場所、及び凍結防止剤の積み込み場所の位置
	（位置図）




　　前項３に対応する管内図に工区分け、除雪機械待機場所、凍結防止剤積み込み場所の名称及び・位置（○○市字○○）を記入すること。
　　除雪等業務共同体にあっては所属会社名を明示すること。








５　降雪時の情報伝達、出動、完了の連絡体制
氏　名
自宅電話
携帯電話
氏　名
自宅電話
携帯電話
氏　名
自宅電話
携帯電話
氏　名
自宅電話
携帯電話
氏　名
自宅電話
携帯電話
氏　名
自宅電話
携帯電話
氏　名
自宅電話
携帯電話
氏　名
自宅電話
携帯電話

















　(記載上の留意事項)
　１　除雪時又は待機時の連絡体制について樹形図等により適宜作成のこと。通常勤務時と夜間・休日時が異なる場合には、分けて記載すること。
　２　除雪等業務共同体にあっては所属会社が分るように記述すること。

６　緊急時施工体制（他工区への応援体制）

　緊急時の施工体制について、様式１１－１を参考に分りやすく示すこと。

　(記載上の留意事項)
　（１）除雪等業務共同体にあって、通常時において地区割りにより分担を分ける場合にはその区分
　（２）除雪等業務共同体にあって、通常時において除雪、散布により分担を分ける場合にはその区分
　（３）法人にあって、地区・除雪、散布により担当班体制を分ける場合にはその区分
　（４）補完機械の確保、緊急時における他工区への応援体制について、複数班が対応できる体制などを提案する場合は、その計画を簡潔にわかりやすく記載すること。

７　独自の緊急時体制
　
　　独自の緊急時施工体制を組織する場合及びＰＲできるものがあればその概要等について、簡潔にかつ分りやすく記載すること。
　　　(例)　 豪雪時等緊急時の除雪対応を円滑かつ確実に行うための体制、工夫など
　　　　　　除雪レベルの向上及び平準化のためオペレーターへの講習会の実施など
自社独自の無線機による連絡体制、除雪実施状況の情報把握のための工夫など


８　過去の実績
　　国、県、市町村が発注する車道除雪業務の過去３年間の実績を記載すること。
	年度
	
	会社名
	発注機関
	施工箇所名
	業務概要
	備　考

	平成00
年度
	１
	　（株）○○会社
	　○○建設事務所
	　○○市
	車道除雪L=○○km
	

	
	２
	
	
	
	
	

	
	３
	
	
	
	
	

	令和00
年度
	４
	
	
	
	
	

	
	５
	
	
	
	
	

	
	６
	
	
	
	
	

	令和00
年度
	７
	
	
	
	
	

	
	８
	
	
	
	
	

	
	９
	
	
	
	
	


　（記載上の留意事項）
（1） 過去の実績を証明する契約書の写しを添付すること。
（2） 国、県、市町村が発注する車道除雪を含む業務のみが対象となります。
（3） 県が発注する車道除雪の受注実績がある年度において改善指示書による指示を受けた者は実績として考慮されません。
（4） 番号は通し番号で記載のこと。


９　業務に要する費用
　
　　　価格提案書[別紙様式]による



様式１２

１　施工体制提案書審査結果表

	評　価　事　項
	○○社
	△△建設
共同企業体
	□□社

	評価項目
	評価事項
	配点
	評価①
	評価②
	評価③
	評価④
	委員会評価
	評価①
	評価②
	評価③
	評価④
	委員会評価
	評価①
	評価②
	評価③
	評価④
	委員会評価

	施工体制
（75点）
	人員体制
　（25点）
	労務者数
	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	オペレーター数
	15
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	保有機材
　（15点）
	自社（又は長期リース契約）保有機械の量
	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	機材庫の位置
	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	降雪時・
緊急時
体制
（35点）
	降雪時の情報伝達、
出動、完了
	12
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	緊急時施工体制
（他工区への応援体制）
	18
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	独自の緊急時体制
	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	過去の
実績
(10点）
	過去3年間の国、県、市町村の除雪実績（車道除雪のみ）
	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	価格点
（15点）
	総価による計算
	15
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	評 点 の 合 計 結 果
	100
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）　評価①、②、③、④欄には各評価者の評価点を記入する。
　　　　　除雪業務施工体制評価委員会の評価では、価格点は記載しない。
　　　　　発注機関の長は、価格提案書を開封後、価格点を記載し、特定する。

２　施工体制提案書評価基準

施工体制提案書の評価は、次の評価項目・評価基準を基本として、業務内容により必要な事項を追加あるいは不要な事項を削除し、適正に配点するものとする。

施工体制提案書を特定するための評価の配点
	評　価　事　項
	

	評価項目
	評価事項
	配

点
	
評価①

	施工体制
（75点）
	人員体制
　（25点）
	労務者数
	10
	

	
	
	オペレーター数
	15
	

	
	保有機材
　（15点）
	自社（又は長期リース契約）保有機械の量
	10
	

	
	
	機材庫の位置
	5
	

	
	降雪時・
緊急時体制
（35点）
	降雪時の情報伝達、
出動、完了
	12
	

	
	
	緊急時施工体制
（他工区への応援体制）
	18
	

	
	
	独自の緊急時体制
	5
	

	過去の実績
 (10点）
	過去3年間の国、県、市町村の除雪実績
（車道除雪のみ）
	10
	

	価格点
（15点）
	総価による計算
	15
	

	評 点 の 合 計 結 果
	100
	



（注）１）合計が100点になるように配点する。
　　　２）各評価項目について、A、B、Cの３段階評価を行う。
　　　３）評価A、B、Cは配点の1.0、0.6、0.0として、評価点を算出する。
　　　　　　例えば、配点10の項目の場合、
　　　　　　　評価Aであれば　10×1.0＝10点
　　　　　　　評価Bであれば　10×0.6＝ 6点
　　　　　　　評価Cであれば　10×0.0＝ 0点　となる。
４）価格点＝15点×最低価格/提案価格（小数点以下第２位四捨五入１位止め）
　　　　　最低価格とは提案価格のうち最低の提案価格（総価）をいう。
　　　　　　


各評価事項の評価は、以下に示すものを標準とし、業務内容により必要な事項を追加あるいは不要な事項を削除するものとする。
施工体制提案書を特定するための評価基準
	評価項目
	評　価　事　項
	配点
	評価Ａ(×1.0)
	評価Ｂ（×0.6）
	評価Ｃ(×0.0)

	施工体制
（75点）
	人員体制
(25点)
	労務者数
	10
	十分に多い
	左右に該当しない
	少ない

	
	
	オペレーター数
	15
	十分に多い
	左右に該当しない
	少ない
（設計機械台数未満失格）

	
	保有機材
(15点)
	自社（又は長期ﾘｰｽ契約）保有機械の量
	10
	十分に保有している
	保有している　又は、対応可能
	保有状況に問題あり（失格）

	
	
	機材庫の位置
	5
	担当地域内での早期対応が可能
	左右に該当しない
	担当地域内での早期対応に問題あり（失格）

	
	降雪時・
緊急時
体制
(35点)
	降雪時の情報伝達、出動、完了
	12
	常に連絡がとれる状況が複数用意されている
	左右に該当しない
	連絡がとれない状況がある（失格）

	
	
	緊急時施工体制
（他工区への応援体制）
	18
	かならず複数班が対応できる状況にある
	左右に該当しない
	体制がとれない事態が想定される
（失格）

	
	
	独自の緊急時体制
	5
	評価できる体制が構築されている
	左右に該当しない
	評価できる体制はない

	過去の実績
	過去3年間の国、県、市町村の除雪実績（車道除雪のみ）
	10
	除雪業務の受注実績がある。除雪共同体にあっては、実績を有する構成員が7割以上いる
	左右に該当しない
	除雪業務の受注実績がない。除雪共同体にあっては、実績を有する構成員が3割未満である

	価　格　点
	総価により計算
	15
	　評価点＝15点　×　最低価格／提案価格（小数点以下第2位四捨五入1位止め）
＊最低価格とは、提案価格のうち最低の提案価格（総価）
＊除雪等委託業務に係る施工体制確認型契約方式試行要領第17の2の失格基準価格を下回った参加表明者を失格とする。

	評 点 の 合 計 結 果
	100
	






様式１３－１

施工体制提案書審査結果表の報告について

　　年　　月　　日

　　建　設　部　長　　　様

発注機関の長　　　印

　除雪等委託業務に係る施工体制確認型契約方式試行要領第１８の規定により除雪等委託業務の施工体制提案書の評価について、下記のとおり報告します。

　

記

　　施工体制提案書審査結果は別紙のとおりです。
　　（施工体制提案書審査結果表を添付）








様式１３－２　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　号
　　年　　月　　日


様



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注機関の長　　　　印　　　　　　　


施工体制提案書の特定について（通知）

　　　施工体制提案書を提出いただいた下記の業務について、貴社の施工体制提案書を特定しましたので通知します。
  　　つきましては、当該委託業務を貴社と契約したいので、見積書を　　年　　月　日までに提出をお願いします。

記


１　対象業務等
(1) 業務の名称

(2) 業務の箇所

(3) 履行期限　 　　令和　　　年　　　月　　　日

２　公告日　　     　令和　　　年　　　月　　　日





担当　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　
ﾌｧｯｸｽ　　　　　　　　　　　   



様式１４
持込機械に関する届

令和○○年○○月○○日　
　○○建設事務所長　様

住　　　　所
商号又は名称
代表者氏名                      
予定配置機械
	機械名称
	規　格
	車両番号
（車のﾅﾝﾊﾞｰ）
	機械所有者
	備　考

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	



未定配置機械
	機械名称
	規　格
	車両番号
（車のﾅﾝﾊﾞｰ）
	機械所有者
	未定となる理由

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	



１）車検証の写しを添付すること。
　　２）契約時に配置が困難な場合は、必要な機械を所定の日までに確保する旨の確約書（様式14-2）を添付すること。この場合は、○月○日までに、配置機械を再報告し承認を得ること。

様式１４－２　
持込機械に関する確約書

令和○○年○○月○○日　
　○○建設事務所長　様

住　　　　所
商号又は名称
[bookmark: _GoBack]代表者氏名                      印


　　　以下に記載の未定配置機械について、令和○年○月○日までに設計に示された機械を配置し、除雪業務の実施に支障が生じないようにします。



未定配置機械
	機械名称
	規　格
	車両番号
（車のﾅﾝﾊﾞｰ）
	機械所有者
	未定となる理由

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	




様式１５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


 　 ( 道路管理課　経由)
　　　　建　設　部　長　　　様　　　　　
     
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注機関の長　　　　　　　　印


令和　　年度除雪等委託業務に係る改善指示書による指導について（報告）

　　　当所において発注した下記の業務について、受注者に対して改善指示書による指導を実施しましたので、除雪等委託業務に係る施工体制確認型契約方式試行要領により報告します。


記

　　１　　業務の名称　　令和○○年度　防災・安全交付金（除雪）・県単除雪事業に伴う
除雪及び凍結防止剤散布業務

　　２　　受注者名称　　

　　３　　改善指示書　　別添（写し）のとおり
　　　　　　　　　　　
















別紙様式１
価格提案書　
(見　積　書)　
○○年○○月○○日
○○建設事務所長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　見積人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

　縦覧に供された委託契約書(案)、要領等並びに現場を熟知し、承知した上で下記のとおり見積します。
記
	業　務　名
業務箇所名
	

	費　目
	貸与
持込
	機械名称
	規格
	予定数量
（ａ）
	単位
	単　価
(諸経費込み)
（ｂ）
	金　額(円)
（ａ×ｂ）

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	　　　　　　　　　　提案価格（見積額）（税抜き）　　　　　　　　合計（総価）
	


○ 見積に際しての留意事項
　１　見積単価欄に単価を記載し、金額欄に数量と見積単価を乗じた金額を記載する。
　２　単価契約のため、諸経費を別途計上又は発注者が求める単価全てが記載されていないものは、無効となります。（価格提案書においては、0点となります）
　３　見積単価欄に記載する単価は100円単位とし、見積書に記載された単価に100分の10に相当する額を加算した金額をもって契約単価とするので、見積もる金額の110分の100に相当する金額(税抜き)を記載する。なお、機械稼働費および機械回送単価は、平日昼間単価を入札し、平日夜間、休日昼間、休日夜間の契約単価については、県積算に平日昼間の落札率を乗じ100円未満を切り捨てた額とします。
　４　除雪業務の見積単価欄に特別の定めがある場合を除き、100円未満の単位の金額が記載されている場合は、無効となります。なお、価格提案時は、１円単位で記載されていても無効とはなりません。
５　失格基準価格は1,000円の位を四捨五入した金額になります。
	【注意（価格提案書の場合）】
必ず中封筒に入れ、封かんのうえ、封筒の表面に、「除雪等委託業務」及び
業務箇所名、提案者の商号又は名称を記載すること



